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本⽇の議題
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buildingSMART Japan 建築データ連携⼩委員会の活動報告

◆専⾨⼯事業者とのデータ連携（⽣産プロセスデータの分析）
専⾨⼯事業者が必要とする情報と、設計図書が提供する情報を分析
昇降機設備、鋼製建具について、基本設計、実施設計で必要な情報を精査

◆CDEに格納するデータ（プロセスで残すべきデータを討議）
竣⼯時に残すべきデータとは何か︖



（1）専⾨⼯事業者BIM連携
（1-0） 昨年度報告より
（1-1） スペックシート
（1-2） 今後の進め⽅
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（1-0）おさらい
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20200313
部会報告資料より



（1-0）おさらい
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20200313
部会報告資料より



（1-0）おさらい
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部会報告資料より
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（1-0）おさらい
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部会報告資料より



（1-1）概要
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専⾨⼯事業者データ連携WGでの検討項⽬
◆紙媒体での受渡しからデジタルデータでの受渡しへ

建設フローの中で取り扱う仕様情報をまとめた「スペックシート」を作成
(第1弾は、建具(鋼製建具)・ELVの2⼯種)

①「施⼯者・専⾨⼯事業者が欲しい情報」を整理
→図⾯を⾒ながら⼿⼊⼒または⼈の判断により⼊⼒している項⽬の
拾い出し（属性・形状情報）

②各⼯種によるパラメータ項⽬名の公⽤語化
→メーカー各社で表現が異なる仕様名をスペックシートとして共通に

扱えるように公⽤語化し、⼊⼒項⽬を明確化

③各役割が各フェーズで取り扱う情報の整理
→設計者、施⼯者、製作者が各フェーズで取り扱う項⽬を分析・整理

図⾯を⾒ながら⼿⼊⼒している部分をデータでつなげていきたい

Parameter情報
・枠性能
・気密性能
・扉材質
・錠前形状
・ELV定員
・積載荷重
・etc…

Geometry情報
・開⼝幅
・開⼝⾼さ
・枠形状
・沓摺形状
・かご内⼨法
・ピット深さ
・etc…

設計図書

スペックシート



（1-1）概要
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効果と課題
◆⽣産プロセスの合理化

①データ⽋損の防⽌
→正しい情報が伝達されることで、質疑応答が減少する

②⼊⼒業務での重複削減
→デジタルデータで伝達されることで、後⼯程の⼊⼒が減る

③図⾯回覧の削減
→データで情報が伝達されることで、図⾯回覧が削減される

◆課題
①Geometry(形状)を必要とする特注品のデータ

②データの真正性

③連携CSVのソフトウェア毎のエキスポート、インポート開発



（1-2）スペックシート
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◆スペックシート作成の⽬的
各⼯種の標準品を対象にパラメータ項⽬を洗い出し
（Geometryを必要とする特注品は対象外）

メーカー各社の仕様名に公⽤語をマッピングが可能となるよう⼀覧表としてまとめる

◆想定される役割
⼈の判断を介した作業（データの⼿打ち、図⾯閲覧回数など）を減らす
⼊⼒項⽬を明確化し、情報の過不⾜に対する質疑回数、不整合を減らす
上流段階でのコストスタディを可能とする
公⽤語化した各項⽬にコードを設定することで⾒積項⽬へ繋げる

スペックシート
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（1-2）スペックシート

紙媒体ベースでは繰り返し質疑応答や、意思疎通において齟齬が⽣まれやすい

◆スペックシート活⽤想定フロー
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（1-2）スペックシート

やりとりする仕様情報を事前に検討したスペックシートを⽤いる事で⼊⼒項⽬の
明確化ができ、質疑回答の削減が期待できる

◆スペックシート活⽤想定フロー



◆スペックシートの例（鋼製建具）
鋼製建具に関する共通の仕様名を設定
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（1-2）スペックシート

スペックシートとして共通に扱えるように仕様名を公⽤語化
設計・施⼯・製作での共通⾔語として扱えるような呼び名を設定



◆スペックシートの例（鋼製建具）
各社仕様名との関連付け
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（1-2）スペックシート

公⽤語と各社システムの仕様名を紐づけるために、関連付けを⾏なった
将来的には、各社システム・BIMソフトとのマッピングの際に有効になる



◆スペックシートの例（鋼製建具）
仕様情報を必要とするプロセス、項⽬を分析
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（1-2）スペックシート

⾒積や製作などそれぞれのタイミングに必要な仕様情報を分析し、
各フェーズで扱う項⽬を整理した



◆スペックシートの例（鋼製建具）
情報に対する責任の所在、役割を分析
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（1-2）スペックシート

仕様情報を①設計者②施⼯者③メーカーに分類し、
誰(役割)が、どこ(情報源)からどんな情報(仕様項⽬)を決定・⼊⼒しているのかを分析



◆スペックシートの例（鋼製建具）
項⽬に対する値、内容を分析
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（1-2）スペックシート

各仕様項⽬に対して⼊⼒、または選択する値とそのデータ形式について分析



（1-2）スペックシート
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スペックシートの検討・分析を通して
◆仕様情報の⼊⼒タイミングや役割の明確化
①情報の⼊⼒タイミングの明確化
→漠然としていた仕様項⽬と⼊⼒タイミングが明確化される
ことで初期に必要な情報(設計が決定している仕様項⽬)の
整理ができた。

②仕様情報決定の優劣
→設計が決定している仕様項⽬の中でも、

①設計が確定している情報
②特記仕様書に記載している情報
③程度やグレード感を提⽰することで決まる情報※

(※施⼯者やメーカーが決定できる情報)に分類される

③仕様項⽬の⼤半は製造に関わる項⽬
→項⽬の⼤半は製造に関わる項⽬であり、

設計者が⼊⼒する項⽬は限られる
→製造にのみ関わる項⽬をリストに⼊れると情報が煩雑になるため
スペックシートで扱う項⽬の精査や洗い出しが必要となる

鋼製建具[親⼦扉]
設計決定仕様項⽬→12/99項⽬
程度・グレード感で決まる→50項⽬

エレベーター[乗り場・カゴ]
設計決定仕様項⽬→16/257項⽬
程度・グレード感で決まる→120項⽬



（1-3）今後の展開
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◆データ連携フォーマットの開発

①各社異なるBIMソフトへの接続のために
中間ファイルフォーマットを作成中

②ソフト間でのデータ受渡しツールを整備

◆全⼯種への展開を⽬指して

設計

施⼯

専⾨⼯事業者建築・設備施⼯

建築・設備設計

スペックシート

中間ファイル
(CSV)

中間ファイル
(CSV)

中間ファイル
(CSV)

仮設・機械⼯事 鉄筋⼯事 ⾦属製建具（SD） 左官⼯事 設備（ME）⼯事

⼟⼯事 鉄⾻⼯事 ⾦属製建具（AW） 塗装・吹付⼯事 PC⼯事

コンクリート⼯事 鉄⾻階段 ⾦属⼯事 内装⼯事 他

⼟⼯事 防⽔・屋根⼯事 ⽊⼯事 住設機器

型枠⼯事 タイル・組積⼯事 ガラス⼯事 昇降機設備⼯事



（1-3）今後の展開
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◆スケジュール
●専⾨⼯事業者BIM連携WG

① 2019年度
Data Flowの策定
Process Dataの伝達⼿法案の提⽰

③ 2021年度
抽出するプログラムの作成

② 2020年度
Process Dataの分析
専⾨⼯事業者が必要とする情報
設計図書の分析、Digital化案



（2）Common Data Environment
（2-0） 昨年度報告より
（2-1） 竣⼯時に残すべきデータ
（2-2） 誰がCDEを⽤意するべきか
（2-3） 今後の進め⽅
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（2-0）おさらい
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20200313
部会報告資料より



（2-0）おさらい
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20200313
部会報告資料より



（2-1）竣⼯時に残すべきデータ
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■Stock Dataについて考える

①各プロセス毎に残すData

②竣⼯時に残すData

①は、②の影響を受ける

まず①から討議

※発注者の要求仕様により異なる要素と、⼀般化できる要素に分けて考える

竣⼯
Data

ステークホルダーで
共有するData

維持管理
Data



（2-1）竣⼯時に残すべきデータ

26

■竣⼯Dataとは何か︖
現状の保存⽂書（ドキュメント）とデータ

法的に保存する義務があるドキュメントは、設計者、監理者、特定建設業、⼀般建設業、建築主事等の
建設プロセスに関わる当事者が保管

設計者

施⼯者

発注者 BM、PM、AM、FM 管理⽂書

専⾨⼯事
業者

監理者

建築主事 保存義務
（15年）

確認申請書・中間検査申請書・完了検査申請書・
定期検査報告書・構造計算書

【建築物等の台帳】
（建築計画概要書・定期調査報告概要書・処分概要書等）

永久保存
（除却まで）

保存義務
（10年）

保存義務
（10年）

保存義務
（15年）

【設計図書】配置図・各階平⾯図・２⾯以上の⽴⾯図・２⾯以上の断⾯図・
基礎伏図・各階床伏図・⼩屋伏図・構造詳細図・構造計算書

保存義務
（15年） 【⼯事監理報告書】

【営業に関する「図書」】
完成図・発注者との打合せ記録・施⼯体系図

【営業に関する「図書」】
完成図・発注者との打合せ記録・施⼯体系図 ※建設業許可事業者のみ

※建設業許可事業者のみ

竣⼯データ

完成データ

申請データ

監理データ

維持管理データ
（AIM）

完成データ
（製造データ）

建物等の台帳データ



（2-1）竣⼯時に残すべきデータ
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■竣⼯Dataとは何か︖
「建物」主体の⽬線で、現状の保存⽂書を考える

建物の情報は、誰が持つべきか︖
建物保有者、建設当事者、公的機関が分散して所有している

設計者

施⼯者

発注者

専⾨⼯事
業者

監理者

建築主事

竣⼯データ

完成データ

申請データ

監理データ

維持管理データ

完成データ
（製造データ）

建物等の台帳データ

10

〜15

年
で
消
滅

新規プロジェクト扱い

改
修
・
改
築
⼯
事

新規データ作成

新規データ作成

新規データ作成

除
却

⇒

デ
␗
タ
消
滅

更新

※所有者が変わると
データは断絶︖

10

〜15

年
で
消
滅

データ
格納

サービス︖



（2-1）竣⼯時に残すべきデータ
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■竣⼯Dataとは何か︖
維持管理に利⽤するデータ ⇒ 維持管理BIM/維持管理データ（Asset Information Model）

発注者が利⽤するデータ

法的保存義務のあるデータ ⇒ 品確法や⺠法の規定による契約上の瑕疵担保責任に対する備え
当事者の⽴証に利⽤するデータ

公開すべきデータ ⇒ セキュリティレベルに応じ公開。警察や消防、あるいは⼀般を対象
建物所有者以外が利⽤するデータ。Publish Data

その他のデータ ⇒ 設計事務所、施⼯者等が⾃主的に保管するデータ
品質保証や営業⽬的、あるいは統計的な利⽤に必要なデータ

上記について【建築物等の台帳】以外、有期の保存義務であり、散逸の恐れがある
⇒ 不動産取引におけるリスクになる可能性がある



（2-1）竣⼯時に残すべきデータ
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■竣⼯Dataとは何か︖
Pas1192より、BIM︓Documentation, Non-Graphical Data, Graphical Modelとすると、

維持管理BIM︓ Asset Information Model（PAS1192）
発注者等が建物の維持管理に利⽤するデータ

竣⼯BIM（仮）︓ 法的に残すべきデータ
※法的に残すべきデータが現状で良いかは議論の余地がある

公開BIM（仮）︓ 維持管理BIM、竣⼯BIMを含む、竣⼯後に利⽤するデータ
Smart City等で⼀般もしくはセキュリティレベルに応じ公開するデータ

保管BIM（仮）︓ 設計事務所、施⾏者等が⾃主的に保存するデータ
⺠法上の「不法⾏為責任（時効20年）」に対するエビデンス
営業上保有しておきたいデータ
統計上保有しておきたいデータ



■竣⼯データの利⽤

現状、公開された建物情報を利⽤するためにデータを紐付ける基準がない
⇒ 個⼈を特定する⽶国社会保障番号（⽇本のマイナンバー）のような建物を特定する

建物ナンバー（ID）の考え⽅が必要になる

竣⼯BIM
（仮）

（2-1）竣⼯時に残すべきデータ
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公開情報

公開情報

建物ID

上下⽔道

消防

警察

電気

ガス

駐⾞場

維持管理
BIM

BM
Data

駐輪場

登記

FM
Data

GIS

発注者が保有

閲覧者

公的機関が保有

当事者が保有
（保存義務有）

監理報告

完成図
契約書

設計図書

当事者が保有
（保存義務無）

検討図等

計画
記録

申請
検査報告

加⼯図

検討図等

建設当事者が保管

建物台帳

Archive
BIM

竣⼯BIM
（法的）

NTT

⾃治体、事業者が
情報を保有



■建築⽣産プロセスで残すデータは何か︖

データ共有⽬的︓スペックを決める（建設費を決める）、モノを決める
データ共有⽅法︓ある⾏為（イベント）が完了した時（Stock Data) or 常時共有（Flow Data）

（2-2）CDEは誰が⽤意するべきか
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設計者

施⼯者

発注者

専⾨⼯事
業者

監理者

建築主事

S1
基本計画

S2
基本設計

S3
実施設計1

S4
実施設計2

S5
施⼯

S6
引き渡し

S7
維持管理

S0
企画

法
的
確
認

完
了
検
査

モノを決めるスペックを決める
⾦額を決める共有の⽬的 定期検査

※※

※ ※ ※

※※※

中
間
検
査



■データは誰が保有するべきか︖ 誰が管理するべきか︖
初期のBIMの⽬的

プロセスの合理化 ⇒ 失敗コストの削減

（海外）発注者のメリット⼤ ⇔ 失敗コストの⼤半を発注者が負担する為
（⽇本）受注者のメリット⼤ ⇔ 失敗コストの⼤半を受注者が負担する為

⇒ 海外では、発注者の依頼を受けたコンサルティングが⽤意
⇒ ⽇本では、BIM環境は受注者が⽤意

竣⼯後のBIM Dataの利⽤⽬的
維持管理の合理化 ⇒ 維持管理コストの削減
改修⼯事等でのデータ利⽤ ⇒ 特定の業者に依存しない、⼯期の短縮
Dataの転⽤・サービスの向上 ⇒ 建物の付加価値向上

（2-2）CDEは誰が⽤意するべきか
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2 1

3 4

⽣産プロセスの
合理化

建築データの
利活⽤



■竣⼯データの技術的な共有⽅法の検討
①プロセスにおける共有データの検討
②データ形式（IFC）定義の策定︓IDM⇒MVD
③実装準備

（2-2）今後の進め⽅
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